
 

１．はじめに 

近年、大地震時においても建物の継続使用性や損傷の抑

制が要求されつつある。このため、制震構造や免震構造があ

る程度普及しているが、これら構造による従来の耐震設計で

は、コスト面および意匠面などにおいて配慮すべき課題が多

くある。例えば制震構造の場合は、制振部材を設置するスペ

ースが必要となり、意匠上の制約が増える。また免震構造の

場合は、免震層を設ける必要があるため、工事費が増大する。 

上記の課題を解決するため、平石らは減振構造を提案し

ている 1)～3)。減振構造は、部材端部の危険断面において主

筋量を減らすことにより、通常の鉄筋コンクリート造の梁よりも

早期に降伏が生じ、小さな変形段階から良好なエネルギー

吸収能力および減衰能力を発揮する構造である。筆者らは

既に、通常の梁配筋や実際の建物への適用方法を想定した

上で、減振構造の梁の実用的な構造詳細を示し、その梁の

エネルギー吸収能力、減衰能力を実験的に検証している 3),4)。 

しかしながら、小さな変形段階からより良好なエネルギー

吸収能力が発揮されることを期待した短スパン梁の減振モデ

ル 4)では、R=1/50rad 以降に付着ひび割れが伸展し、エネル

ギー吸収能力に関する正確なデータを得られていない。また、

減振として機能する主筋の全定着筋に対する断面積の比率

（減振比）と、部材のエネルギー吸収能力（等価減衰定数）と

の関係が、これまで明らかにされていない。 

本研究では、短スパン減振モデル 4)に対して付着破壊に

対する余裕度（付着余裕度）を高める改良を施したモデル、

および減振比をパラメータとしたモデルを用いて構造実験を

実施し、それぞれエネルギー吸収能力の再検証、減振比と

等価減衰定数との関係の考察を行う。また、梁端部にスリット

を設け、コンクリートの損傷軽減とエネルギー吸収能力の向

上を期待したモデルについても実験的検討を行う。 

 

２．エネルギー吸収能力を検証するためのモデル 

２．１節から２．３節に示す 3 つのモデルを検討対象とする。 

２．１ 付着余裕度を向上させた短スパン減振モデル 

短スパン減振モデル 4)では、文献 5) に基づき付着余裕度

を算定した。ここに、付着余裕度は、付着信頼強度に対する

設計用付着応力度の余裕度であり、1 を下回ると付着すべり

が増大あるいは付着応力度が低下する。結果として、付着余

裕度は 0.7＜1 となり、R=1/50rad 以降において付着ひび割

れが伸展した。このため、R=1/50rad における短スパン減振

モデルの等価減衰定数は、非定着減振モデル 4)の等価減衰

定数に対して 3/4 倍となり、想定したエネルギー吸収能力を

得ることができなかった。ここでは、せん断補強筋を既報 4)より

も密に配筋した（後述する UG0.5LG0.5-S2）。 

２．２ 減振比をパラメータとした通常スパン下端減振モデル 

減振比の算定方法を式(1)に、試験体名称の定義を図－１

に示す。既報 4)における下端減振モデルは、引張鉄筋比 pt

が 0.5%の減振として作用する鉄筋を梁下端に有しており、ま

た合計 pt=1.5%の曲げ耐力に有効な鉄筋を梁上下端で有し 

 

減振比 = 減振として作用する鉄筋の全断面積

曲げ耐力に有効な鉄筋の全断面積
     (1) 

 

 

 

 
図－１ 試験体名称の定義 
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ているため、減振比は 1/3 となる。同様の算定方法により、

1/2 下端減振モデル 4)の減振比は 1/2 となる。ここでは、減

振比と部材のエネルギー吸収能力との関係を検証するため、

既報 4)とは異なる減振比を設定し、減振比 1/4（後述する

U1LG0.3）および減振比 2/5（後述する U0.7LG0.5）とした。 

２．３ スリットによる損傷軽減を期待した短スパンモデル 

本モデルは、梁端部にスリットを設けている。これにより、梁

端部の梁断面積が相対的に小さくなり、本部分への曲げひ

び割れの集中、延いては、非定着筋を用いた減振モデルと

同等のコンクリートの損傷軽減効果およびエネルギー吸収能

力の向上を期待できる。ここでは、短スパン減振モデルとの

比較を行う。 

 

３．実験概要 

３．１ 試験体概要 

試験体概要を表－１に、各試験体の梁断面図・平面図を

図－２に示す。表－１の赤枠部分は、減振として機能する鉄

筋を示している。試験体は全 4 体であり、文献 6)を参照の上、

実大の 1/2 スケールで設計した。いずれも曲げ降伏が先行

する。共通の実験パラメータは、コンクリート強度 24N/mm2、

梁成 350mm、梁幅 250mm である。なお、短スパン減振モデ

ルについては、既報 4)と本報の試験体を区別するため、試験

体名称をそれぞれ UG0.5LG0.5-S、UG0.5LG0.5-S2 と定義

した。各試験体の特徴を以下に述べる。 

（１）UG0.5LG0.5-S2 （短スパン減振モデル） 

本試験体は、短スパン減振モデル 4)に対し、せん断補強筋

の間隔を 100mm から 50mm に変更したものである。 

（２）U0.5L0.5-S-SL（短スパンスリットモデル） 

本試験体は、短スパン減振モデル 4)に対し、非定着筋の代

わりに梁左端部の下端にスリットを設けたものである。 

（３）U1LG0.3（通常スパン下端減振 1/4 モデル） 

本試験体は、減振比が 1/4 に相当する配筋となっており、

既報 4) に示した下端減振モデル（減振比 1/3）よりも減振比

が小さく、最小の減振比を与えるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(a)UG0.5LG0.5-S2 (減振比 1) 

 
 

  
 

 (b)U0.5L0.5-S-SL 

 

 

 (c)U1LG0.3 (減振比 1/4) 

 

 

 
(d)U0.7LG0.5 (減振比 2/5) 

 

図－２ 各試験体の梁断面拡大図および水平断面図 
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（４）U0.7LG0.5（通常スパン下端減振 2/5 モデル）

本試験体は、減振比が 2/5 に相当する配筋となっており、

下端減振モデル 4)（減振比 1/3）、1/2 下端減振モデル 4)（減

振比 1/2）と比較した場合、両者の中間の減振比を与えるも

のである。 

３．２ 使用材料 

試験体に使用した鉄筋およびコンクリートの材料試験結果

をそれぞれ表－２、３に示す。 

３．３ 加力方法 

試験体の加力は、建研式逆対称加力装置を用いて行った。

本加力装置の詳細は、既報 4)に示したものと同一である。加

力方法は部材角制御による正負交番載荷とし、表－４に示

す加力プログラムに基づき制御を行った。同表において、短

スパンモデル（UG0.5LG0.5-S2、U0.5L0.5-S-SL）について

は、大変形角でのデータを得るため、R=1/33rad まで加力を

行う。また、いずれも梁の軸力が 0 になるよう制御している。 

４．実験結果および考察 

４．１ 破壊性状 

UG0.5LG0.5-S2 および U0.5L0.5-S-SL については、

R=1/33 サイクル(13)を経験後の破壊状況を、U1LG0.3 およ

び U0.7LG0.5 については、R=1/50 サイクル(11)を経験後の

破壊状況を写真－１に示す。また、本写真に示した破壊状況 

 

表－３ コンクリート圧縮試験結果 

表－２ 鉄筋引張試験結果 

表－４ 加力プログラム 

梁・スタブ境界面 梁・スタブ境界面 

(a)UG0.5LG0.5-S2 (減振比 1、R=1/33 サイクル(13)経験後)

(b)U0.5L0.5-S-SL（R=1/33 サイクル(13)経験後)

(c)U1LG0.3 (減振比 1/4、R=1/50 サイクル(11)経験後)

(d)U0.7LG0.5 (減振比 2/5、R=1/50 サイクル(11)経験後)

下面 上面 

下面 上面 

下面 上面 

下面 上面 

写真－１ 試験体の破壊状況（梁左端部近傍）

*1：0.2％オフセット法による

梁・スタブ境界面 スリット 梁・スタブ境界面 

梁・スタブ境界面 梁・スタブ境界面 

梁・スタブ境界面 梁・スタブ境界面 

サイクル 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
変形角R

（rad）
1/800 1/400 1/200 1/133 1/100 1/50

サイクル 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
変形角R

（rad）
1/800 1/331/400 1/200 1/133 1/100 1/50

(a) UG0.5LG0.5-S2、U0.5L0.5-S-SL

(b) U1LG0.3、U0.7LG0.5

試験体
降伏強度

(N/mm
2
)

引張強度

(N/mm
2
)

ヤング係数

(×10
5 
N/mm

2
)

降伏ひずみ

(％)

D6(SD345) 365.54 540.17 1.78 0.41*1

D10(SD345) 362.73 545.97 1.80 0.25

D13(SD345) 360.01 511.62 1.82 0.22

D16(SD345) 382.75 565.52 1.84 0.21

D22(SD345) 378.11 566.49 1.86 0.22

試験体 使用部分 養生方法
圧縮強度

(N/mm
2
)

ヤング係数

(×10
4 
N/mm

2
)

UG0.5LG0.5-S2 28.17 2.82

U0.5L0.5-S-SL 29.18 3.10

U1LG0.3 30.86 2.96

U0.7LG0.5 31.13 2.94

梁部材 気乾

21-3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と対応するひび割れ状況を図－３に示す。なお、図－３の括

弧内は残留ひび割れ幅を示す。また、上記はいずれも梁左

端部の近傍における結果を示している。 

（１）UG0.5LG0.5-S2（減振比 1） 

R=1/800 サイクルにおいて梁端部に曲げひび割れが発生

し、R=1/400 サイクルでは曲げせん断ひび割れと主筋に沿う

ひび割れが発生した。その後、曲げせん断ひび割れと主筋

に沿うひび割れは伸展し、R=1/33 サイクルではひび割れ幅

がそれぞれ最大となった。 

（２）U0.5L0.5-S-SL 

U0.5L0.5-S-SL は R=1/133 サイクルまで UG0.5LG0.5-S2

と同様の破壊性状を示したものの、R=1/100 サイクル以降は、

前者の方が梁上下面に多くの曲げひび割れが発生した。そ

の後、R=1/33 サイクルでは曲げせん断ひび割れの幅が最大

となり、UG0.5LG0.5-S2 と比べて大きなひび割れ幅となった。 

（３）U1LG0.3 (減振比 1/4) 

R=1/800 サイクルにおいて梁端部に曲げひび割れが発生

し、R=1/400 サイクルでは曲げせん断ひび割れと主筋に沿う

ひび割れが発生した。その後、これらひび割れは伸展したが、

梁上面の方が下面よりも広範囲にひび割れが発生した。これ

は、梁下端が減振構造であり、下端に引張応力が生じたとき

梁端部に変形が集中し、結果として梁下面への損傷が低減

されたためと考えられる。R=1/50 サイクルにおいて、梁端部

の曲げひび割れの幅は梁下端（減振側）で最も大きくなった。 

（４）U0.7LG0.5 (減振比 2/5) 

U0.7LG0.5 は U1LG0.3 と同様の破壊性状を示した。また、

梁上面におけるひび割れの発生した範囲については、

U0.7LG0.5 の方が U1LG0.3 よりも小さくなっている。R=1/50

サイクルにおいて、梁端部の曲げひび割れの幅は梁下端

（減振側）で最も大きくなった。 

４．２ 曲率分布 

正加力時（梁左端部の梁下端に引張応力が生じる場合）

における各試験体の曲率分布を図－４に示す。 同図にお

いて、梁下端に引張応力を生じさせる曲げモーメント（曲率）

の向きを正としている。 

UG0.5LG0.5-S2はU0.5L0.5-S-SLと比べ、小さな変形レベ

ルから梁の両端部に変形が集中した。一方、U0.5L0.5-S-SL

では、スリットを設置した梁左端部において、変形の集中が

みられなかった。 

U1LG0.3およびU0.7LG0.5では、減振構造とした梁下端に

引張応力が生じる場合、小さな変形レベルから梁端部に変

形が集中した。一方、減振構造ではない梁上端に引張応力

が生じる場合、梁端部に変形は集中しなかった。このことは、

４．１節（3）において述べた考察を裏付けるものである。 
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（a）UG0.5LG0.5-S2（減振比 1） 

図－３ 試験体のひび割れ状況（梁左端部近傍） 

（a）UG0.5LG0.5-S2（減振比 1） 
（R=1/33 サイクル（13）経験後) 

（b）U0.5L0.5-S-SL 
（R=1/33 サイクル(13)経験後) 

 (c)U1LG0.3 (減振比 1/4、R=1/50 サイクル(11)経験後) 

（d）U0.7LG0.5 (減振比 2/5、R=1/50 サイクル(11)経験後) 
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図－４ 曲率分布 
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左端部 左端部 
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４．３ 実験値と理論値 

各試験体の実験値および理論値を表－５に示す。曲げ終

局強度の理論値 Qmu は学会略算式 7)より、せん断終局強度

の理論値 Qsu は荒川 mean 式 7)より求めた。付着信頼強度

τbu および設計用付着応力度 τf は文献 5)より算出し、付着

余裕度が最も小さい場合について示した。同表において、い

ずれの試験体もせん断余裕度は 2 以上、付着余裕度は 1.5

以上である。また、UG0.5LG0.5-S2（せん断補強筋間隔

50mm）は、UG0.5LG0.5-S4) （せん断補強筋間隔 100mm）と

比べて、付着余裕度が 0.74)から 1.5 に増加している。 

いずれの結果も、実験値の最大耐力 Qmaxが曲げ終局強度

の理論値 Qmu を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．４ せん断力－変形角関係 

UG0.5LG0.5-S2 および U0.5L0.5-S-SL のせん断力－変

形角関係を図－５に、U1LG0.3 および U0.7LG0.5 のせん断

力－変形角関係を図－６に示す。同図には、実験値の最大

耐力および曲げ終局時せん断力の理論値 7)を併せて示して

いる。 

図－５において、いずれの結果も R=1/33rad のとき最大耐

力がみられた。また、UG0.5LG0.5-S2 および U0.5L0.5-S-SL

では、それぞれ R=1/50rad の 2 サイクル目、R=1/33rad の 2

サイクル目において、履歴特性にスリップ性状がみられた。こ

れは、４．５節で後述するように、梁端部とスタブとの境界面

における滑り変位が卓越したためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

UG0.5LG0.5-S2 

U1LG0.3 

U0.5L0.5-S-SL 

U0.7LG0.5 

図－６ せん断力－変形角関係（通常スパン下端減振 1/4 モデル、減振 2/5 モデル） 

図－５ せん断力－変形角関係（短スパン減振モデル、短スパンスリットモデル） 

表－５ 実験値と理論値 

理論値 実験値/理論値 理論値 せん断余裕度

Qmu(kN) Qmax/Qmu Qsu(kN) Qsu/Qmu Qmax(kN) τbu/τf

91.2 1.3 198.6 2.2 120.0 1.5

91.2 1.3 201.2 2.2 120.5 1.5

上端 147.7 2.2

下端 208.1 3.0

上端 128.6 2.0

下端 146.5 2.3

実験値
(最大耐力)

1.3

1.3

付着余裕度

U0.5L0.5-S-SL

試験体名称

1.5
（梁上端）

U1LG0.3

UG0.5LG0.5-S2

U0.7LG0.5
1.8

（梁上端）

68.4

63.5

曲げ終局時せん断力 せん断終局強度

85.7

82.2

スリップ性状 スリップ性状 

スリップ性状 
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図－６において、いずれの結果もR=1/50radのとき最大耐

力がみられた。また、U1LG0.3では、R=1/50radの2サイクル

目において履歴特性にスリップ性状がみられた。一方、

U0.7LG0.5では、加力の終了まで安定した履歴性状がみら

れた。梁端部-スタブ境界面における滑り変位と減振比との

間には相関関係があるものと推察されるが、今後更なる検証

が必要である。 

４．５ スリップ性状 

各試験体における、梁の曲げ変形と変形角の関係および

滑り変位と変形角の関係を図－７に示す。梁の曲げ変形は、

梁左端部近傍で計測した梁断面の回転角θに対し、梁左端

部からθの計測点までの距離hを乗じて算出し、θ・hと定義

した。滑り変位は、梁端部-スタブ境界面における滑り量を表

しており、δsと定義した。また、δsは式（2）より求めた。ここに、

δhはh=100mmにおいて計測した梁成方向の変位であり、梁

の曲げ変形および境界面の滑り量を含んだ値である。なお、

θは短スパンモデル、通常スパン下端減振モデルにおいて、

それぞれh=50mm、100mmの位置での計測値を用いている。  
δs=δh-θ・h              (2) 

 

全ての試験体において、梁の曲げ変形は概ね同じ値を示

したが、滑り変位δsについてはモデル間で差が生じた。

U1LG0.3とU0.7LG0.5の通常スパン下端減振モデルでは、 

曲げ変形に対して滑り変位がかなり小さい値を示している。 

一方、UG0.5LG0.5-S2とU0.5L0.5-S-SLの短スパンモデル

では、通常スパン下端減振モデルと比べて滑り変位が大きく

なっている。また、UG0.5LG0.5-S2では、R=1/50サイクルに

おいて滑り変位が卓越している。これらの実験事実は、通常

スパンモデルと比べて短スパンモデルの梁曲げ剛性が大きく、

その結果、梁成方向の変位δhにおいて滑り変位δsの占める

割合が増加したことが一因と考えられる。 

４．６ 降伏変形角 

各試験体におけるせん断力－変形角関係の包絡線を図

－８に示す。同図には、既報 4)に示した通常の配筋法による

試験体 U1L1（通常モデル）、UG0.5LG0.5（非定着減振モデ

ル）、U0.5LG0.5（1/2 下端減振モデル）、U1LG0.5（下端減

振モデル）の結果を併せて示している。 

図－８(a)において、UG0.5LG0.5-S2 と U0.5L0.5-S-SL の

初期剛性はほぼ同じ値を示したものの、前者の方がやや早

期に降伏した。また、UG0.5LG0.5-S2 の降伏変形角は、

U0.5L0.5-S-SL に対して約 9/10、U1L1（通常モデル）に対し

ては約 1/2 となった。 

図－８(b)において、U1LG0.3（減振比 1/4）と U0.7LG0.5

（減振比 2/5）の初期剛性は、U1L1 とほぼ同じ値を示した。

梁下端筋の降伏変形角は、U1LG0.3、U1LG0.5（減振比   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/3）、U0.7LG0.5、U0.5LG0.5（減振比 1/2）、UG0.5LG0.5

（減振比 1）の順で大きくなっている。すなわち減振比の増加

に伴い、梁下端筋の降伏変形角は大きくなることがわかった。 

一方、梁上端筋の降伏変形角については、U0.7LG0.5（減

振比 2/5）と U0.5LG0.5（減振比 1/2）でほぼ同一の値、

U1LG0.3（減振比 1/4）と U1LG0.5（減振比 1/3）でほぼ同一

の値となり、前者（減振比=2/5～1/2）は後者（減振比=1/4～

1/3）よりも降伏変形角が 2/3 倍程度小さくなっている。また、

UG0.5LG0.5（減振比 1）の降伏変形角は、U0.7LG0.5（減振

図－７ 梁の曲げ変形・滑り変位と変形角の関係 

図－８ せん断力－変形角関係の包絡線 

(a)短スパン減振モデル、短スパンスリットモデル 

(b)通常スパン下端減振 1/4 モデル、減振 2/5 モデル 

滑り変位δs 

曲げ変形θ・h 
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比 2/5）および U0.5LG0.5（減振比 1/2）と比べて小さくなって

いる。以上のことから、梁上端筋については減振比の増加に

伴い、降伏変形角は小さくなることがわかった。 

４．７ 等価減衰定数 

各試験体における等価減衰定数を図－９に示す。同図（a）

には、梁端部とスタブとの境界面における滑りの影響を考慮

した場合の結果を併せて示している。また、同図（b）には、既

報 4)に示した U1L1（通常モデル）、UG0.5LG0.5（非定着減振

モデル）、U0.5LG0.5（1/2下端減振モデル）、U1LG0.5（下端

減振モデル）の結果を併せて示している。 

図－９(a)において、境界面における滑りの影響を考慮しな

い場合、R=1/50rad までは UG0.5LG0.5-S2 と U0.5L0.5-S-

SL の等価減衰定数に有意な差はみられないが、R=1/50rad

以降は、前者の方が後者よりも等価減衰定数が大きくな

っている。ここで、４．５節に示したように、短スパンモ

デルでは梁成方向の変位δh において滑り変位δs の占め

る割合が比較的大きい。したがって、UG0.5LG0.5-S2 と

U0.5L0.5-S-SLについては、等価減衰定数の詳細な検討を

行うため、滑りの影響を考慮して比較検討を行う。 

境界面の滑りの影響を考慮した場合、R=1/200rad以降に

おいてUG0.5LG0.5-S2の方がU0.5L0.5-S-SLよりも等価減

衰定数が大きな値を示している。また、滑りの影響を考慮しな

い場合と比べ、UG0.5LG0.5-S2とU0.5L0.5-S-SLの等価減

衰定数はそれぞれ1～2割大きくなっている。以上のことから、

短スパン梁を減振構造とする場合は、境界面にシアキーなど

を設け、梁端部の滑りを防止することがエネルギー吸収能力

を向上させる上で重要であると考えられる。 

図－９(b)において、減振比が1/4と最も小さいU1LG0.3で

も、R=1/200～1/50radの等価減衰定数は、U1L1（通常モデ

ル） と比べてかなり大きい値を示した。また、R=1/100～

1/50radにおいて、U1LG0.3（減振比1/4）、U1LG0.5（減振比

1/3）、U0.7LG0.5（減振比2/5）、U0.5LG0.5（減振比1/2）、

UG0.5LG0.5（減振比1） では、U0.5LG0.5を除き、減振比の

増加に伴い等価減衰定数が増加している。なお、減振比が

1/2であるU0.5LG0.5では、R=1/100～1/50radにおいて最も

大きい等価減衰定数の値を示した。 

４．８ 短スパンモデルのエネルギー吸収能力 

４．８．1 短スパン減振モデル 

既報 4)に示した UG0.5LG0.5-S（付着余裕度 0.7）および

UG0.5LG0.5-S2（付着余裕度 1.5）における等価減衰定数の

比較を図－１０に示す。同様に、最終サイクル経験後におけ

るひび割れ状況の比較を図－１１に示す。 

 

(a)短スパン減振モデル、短スパンスリットモデル

図－９ 等価減衰定数と変形角の関係 

(b) 通常スパン下端減振 1/4 モデル、減振 2/5 モデル

(滑り考慮) 
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図－1０ 付着余裕度による等価減衰定数の比較 
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側
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(0.85mm) 
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（a）UG0.5LG0.5-S
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0.15mm 

(0.05mm 未満) 

（b）UG0.5LG0.5-S2

曲げひび割れ 2.50mm(2.00mm) 

図－１１ ひび割れ状況の比較（最終サイクル終了時） 

(通常モデル) (減振比 1/4) (減振比 1/3) 

(減振比 2/5) (減振比 1/2) (減振比 1) 

(滑り未考慮) 

(滑り考慮) 

(滑り未考慮) 
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図－１０において、R=1/67radまでは、UG0.5LG0.5-Sの等

価減衰定数の方が UG0.5LG0.5-S2 よりも大きくなっているが、

R=1/67～1/50rad では、後者の方が前者よりも等価減衰定

数が大きくなっている。図－１１において、UG0.5LG0.5-S の

方が UG0.5LG0.5-S2 と比べ、梁側面の上端における付着ひ

び割れが広範囲に発生している。 

以上のことから、短スパン減振モデルにおける付着余裕度

の向上は、付着ひび割れの抑制に対して若干の効果がみら

れたものの、等価減衰定数の増加には至らない結果となった。 

４．８．２ 短スパンスリットモデル 

U0.5L0.5-S-SLとUG0.5LG0.5-S2のひび割れ状況および

曲率分布の比較においては、４．１節、４．２節で述べたよう

に、前者の方が後者よりも梁上下面に多くの曲げひび割れが

発生した。また、４．７節に示した、梁端部とスタブとの境界面

に お け る 滑 り の 影 響 を 考 慮 し た 等 価 減 衰 定 数 は 、

R=1/200rad 以 降 に お い て U0.5L0.5-S-SL の 方 が 

UG0.5LG0.5-S2よりも小さい値を示した。 

以上のことから、梁端部におけるスリットの設置が、コンクリ

ートの損傷軽減および部材のエネルギー吸収能力の向上に

寄与する効果は、減振モデルよりも小さいと考えられる。 

４．９ 減振比と等価減衰定数との関係 

既報4)より、U1LG0.5（下端減振モデル）、U0.5LG0.5（1/2

下端減振モデル）、UG0.5LG0.5（非定着減振モデル）におけ

る、R=1/50サイクル終了時のひび割れ状況を図－１２に示す。

同図にはU1LG0.3、U0.7LG0.5のR=1/50サイクル終了時に

おけるひび割れ状況を併せて示している。 

図－１２において、減振比の増加に伴い、梁上面における

ひび割れの発生範囲が小さくなっている。したがって、通常

スパン減振モデルについては、減振比の増加に伴い、コンク

リートの損傷軽減効果は向上することがわかった。 

また、４．７節で述べたように、U0.5LG0.5（減振比 1/2）を

除き、減振比の増加に伴い等価減衰定数が増加した。これ

は、減振比の増加により梁上面におけるコンクリートの損傷が

軽減され、結果として部材のエネルギー吸収能力が向上した

ためと考えられる。 

 

５．まとめ 

本研究では、非定着筋の代わりに梁下端にスリットを設け

たモデル（U0.5L0.5-S-SL）、既報 4)に示した短スパン梁の減

振モデル（UG0.5LG0.5-S）に対して、付着余裕度を高める改

良を施したモデル（UG0.5LG0.5-S2）、および減振比をパラメ

ータとし、梁下端のみを減振構造としたモデル（U1LG0.3、

U0.7LG0.5）を用いて構造実験を実施し、エネルギー吸収能

力の検証、減振比と等価減衰定数との関係の考察を行った。

結果を以下に示す。 
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 (b)U1LG0.5 (減振比 1/3) 

 (c)U0.7LG0.5 (減振比 2/5) 

 (d)U0.5LG0.5 (減振比 1/2) 

 (e)UG0.5LG0.5 (減振比 1) 
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図－１２ 通常スパン減振モデルにおける 

ひび割れ状況比較（R=1/50 サイクル(11)経験後） 
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(1) UG0.5LG0.5-S2 および U0.5L0.5-S-SL では、それぞれ

R=1/50rad の 2 サイクル目、R=1/33rad の 2 サイクル目に

おいて、履歴特性にスリップ性状がみられた。これは、梁

端部とスタブとの境界面における滑り変位が卓越したた

めと考えられる。 

(2) 梁端部とスタブとの境界面における滑りを考慮した、

UG0.5LG0.5-S2 と U0.5L0.5-S-SL における等価減衰定

数は、境界面の滑りを考慮しない場合と比べてそれぞれ、

1～2 割大きくなった。また、R=1/200rad 以降における等

価減衰定数は、U0.5L0.5-S-S2 の方が U0.5L0.5-S-SL と

比べて大きい値を示した。以上より、短スパン梁を減振構

造とする場合は、境界面にシアキーなどを設け、梁端部

の滑りを防止することがエネルギー吸収能力を向上させ

る上で重要であると考えられる。 

(3) U0.5L0.5-S-SL の方が UG0.5LG0.5-S2 よりも、梁上下面

に多くの曲げひび割れが発生し、等価減衰定数も小さく

なった。このことから、スリットの設置がコンクリートの損傷

軽減およびエネルギー吸収能力の向上に寄与する効果

は、減振モデルよりも小さいと考えられる。 

(4) UG0.5LG0.5-S4)（付着余裕度 0.7）と UG0.5LG0.5-S2（付

着余裕度 1.5）の比較において、付着余裕度の向上は、

付着ひび割れの抑制に対して若干の効果がみられたも

のの、等価減衰定数の増加には至らない結果となった。 

(5) U1LG0.3、U0.7LG0.5 では減振構造とした梁下端に引張

応力が生じる場合、梁端部に曲げひび割れ・変形が集中

した。 

(6) U1LG0.3 では、R=1/50rad の 2 サイクル目において履歴

特性にスリップ性状がみられた。一方、U0.7LG0.5 では、

加力の終了まで安定した履歴性状がみられた。 

(7) 既報 4)に示した、通常スパン梁の下端のみを減振としたモ

デル U1LG0.5（減振比 1/3）、U0.5LG0.5（減振比 1/2）の

ひび割れ状況と、U1LG0.3（減振比 1/4）、U0.7LG0.5（減

振比 2/5）のひび割れ状況との比較により、減振比の増

加に伴って損傷軽減効果は向上することがわかった。 

(8) 同様に、U0.5LG0.5 を除き、減振比の増加に伴い等価減

衰定数が増加した。これは、減振比の増加により梁上面

におけるコンクリートの損傷が軽減され、結果として部材

のエネルギー吸収能力が向上したためと考えられる。 
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